
議第 １ 号 

 

山形県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の設定に 

ついて 

 

山形県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則を次のように制定す

る。 

 

山形県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則 

（趣旨） 

第１条  この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162

号。以下「法」という。）第47条の５の規定により、山形県立学校（以下「学校」

という。）における学校運営協議会（以下「協議会」という。）の設置等に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 協議会は、山形県教育委員会（以下「教育委員会」という。）及び県立学校

の校長の権限と責任の下、保護者（親権を行う者及び未成年後見人をいう。以下同

じ。）及び地域住民等が学校運営に参画し学校との連携を強めることにより、学校

と保護者及び地域住民等が信頼関係を深め、一体となって学校運営の改善や児童又

は生徒の健全な育成を図ることを目的として設置する。 

（指定） 

第３条 教育委員会は、前条の目的が達成でき、協議会の設置が適当と認める学校を、

協議会を設置する学校として指定する。 

２ 校長は、前項の指定（以下「指定」という。）を受けようとするときは、教育委

員会に指定の申請をしなければならない。 

３ 指定の期間は３年とする。 

４ 教育委員会は、前項に規定する期間後、再度の指定をすることができる。 

（協議会の承認を得なければならない事項） 

第４条  指定を受けた学校（以下「指定学校」という。）の校長は、次の各号に掲げ

る事項について、毎年度基本的な方針を作成し、協議会の承認を得るものとする。 

(1) 学校の経営計画に関する事項 

(2) 教育課程の編成に関する事項 

(3) 学校の組織編制に関する事項 

(4) 施設及び設備の管理及び整備に関する事項 

(5) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事項 

２  指定学校の校長は、前項の規定により承認された基本的な方針に従って学校運営

1－1



を行うものとする。 

（意見聴取） 

第５条  協議会は、法第47条の５第４項又は第５項の規定により教育委員会に対し意

見を述べるときは、あらかじめ、当該指定学校の校長の意見を聴取するものとする。 

（運営状況に関する評価及び情報提供） 

第６条  協議会は、毎年度１回以上、当該指定学校の運営状況について評価を行うも

のとする。 

２  協議会は、保護者及び地域住民等に対して、その活動状況に関する情報提供に努

めるものとする。 

（委員の任命） 

第７条 協議会の委員（以下「委員」という。）の数は、15人以内とする。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから校長の推薦により教育委員会が任命する。 

(1) 指定学校に在籍する児童又は生徒の保護者 

(2) 指定学校の所在する地域住民 

(3) 指定学校の校長 

(4) 指定学校の教員及び事務職員 

(5) 学識経験を有する者 

(6) 関係機関の職員 

(7) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が適当と認める者 

３  委員に欠員が生じた場合は、新たに委員を任命することができる。 

４ 委員は、地方公務員法（昭和 25 年法律 261 号）第３条第３項第２号に規定する

非常勤の特別職の地方公務員の身分を有する。 

（任期） 

第８条 委員の任期は１年とし、再任を妨げない。 

２ 前条第３項により新たに任命された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （守秘義務等） 

第９条  委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

２  前項のほか、委員は、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 協議会又は指定学校の運営に著しく支障を来す言動を行うこと。 

(2) 委員としての地位を営利行為、政治活動及び宗教活動等に不当に利用すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、委員たるにふさわしくない非行をすること。 

（会長及び副会長） 

第10条  協議会に会長及び副会長を置く。 

２  会長及び副会長は、委員の互選により選出する。ただし、当該指定学校の校長、

教員及び事務職員は、会長及び副会長となることができない。 
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３  会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４  副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるとき又は欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第11条 協議会の会議は、会長が当該指定学校の校長と協議の上、招集する。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。 

４ 議事について利害関係を有する委員は、当該議事に関して議決権を有しない。 

５ 会長は、会議録を作成し、保管しなければならない。 

（会議の公開） 

第12条 協議会の会議は、次に掲げる場合を除き、公開する。 

(1) 当該指定学校の職員の採用その他の任用に関する事項について審議する場合 

(2) 前号に掲げるもののほか、特別の事情により協議会が公開すべきでないと認め

た場合 

２  会議を傍聴しようとする者は、あらかじめ、会長に申し出なければならない。 

３  傍聴人は、会議の進行を妨げる行為をしてはならない。 

（指導及び助言） 

第13条 教育委員会は、協議会の運営状況に関して的確な把握を行い、必要に応じて

協議会に対し指導及び助言を行うものとする。 

２ 教育委員会及び当該指定学校の校長は、協議会が適切な活動を行うことができる

よう、必要な情報の提供に努めるものとする。 

（指定の取消し） 

第14条 教育委員会は、前条第１項による指導及び助言にもかかわらず、次の各号の

いずれかに該当する場合は、学校の指定を取り消すことができる。 

(1) 協議会としての活動の実態がないと認められる場合 

(2) 協議会としての合意形成が行えないと認められる場合 

(3) 前２号に掲げるもののほか、学校の運営に著しい支障が生じ、又は生ずるおそ

れがあると認められる場合 

２ 教育委員会は、指定を取り消す場合には、取消自由を明示した書面を校長に交付

しなければならない。 

（委員の解任） 

第15条 教育委員会は、委員が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、委員

を解任することができる。 

(1) 第９条の規定に違反したとき。 

(2) 心身の故障のため職務を遂行することができないとき。 
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(3) 前２号に掲げるもののほか、解任に相当する事由が発生したとき。 

２ 当該指定学校の校長は、委員が前項各号のいずれかに該当すると認められるとき

には、直ちに教育委員会に報告しなければならない。 

３ 教育委員会は、委員を解任する場合は、その理由を示さなければならない。 

（委任） 

第16条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、山形県教

育委員会教育長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

   提 案 理 由 

県立学校において学校運営協議会を設置するため提案するものである。 

 

  平成 29 年２月 16 日提出 

 

山形県教育委員会        

教育長  瀬  渉    
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資料２ 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律地方教育行政の組織及び運営に関する法律地方教育行政の組織及び運営に関する法律地方教育行政の組織及び運営に関する法律    

（昭和三十一年六月三十日法律第百六十二号）（昭和三十一年六月三十日法律第百六十二号）（昭和三十一年六月三十日法律第百六十二号）（昭和三十一年六月三十日法律第百六十二号）    

 

第三節第三節第三節第三節    学校運営協議会学校運営協議会学校運営協議会学校運営協議会    

 

第四十七条の五第四十七条の五第四十七条の五第四十七条の五 教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その所管に 

属する学校のうちその指定する学校（以下この条において「指定学校」という。） 

の運営に関して協議する機関として、当該指定学校ごとに、学校運営協議会を置く 

ことができる。 

 

２２２２ 学校運営協議会の委員は、当該指定学校の所在する地域の住民、当該指定学校に 

在籍する生徒、児童又は幼児の保護者その他教育委員会が必要と認める者について、 

教育委員会が任命する。 

 

３３３３ 指定学校の校長は、当該指定学校の運営に関して、教育課程の編成その他教育委 

員会規則で定める事項について基本的な方針を作成し、当該指定学校の学校運営協 

議会の承認を得なければならない。 

 

４４４４ 学校運営協議会は、当該指定学校の運営に関する事項（次項に規定する事項を除 

く。）について、教育委員会又は校長に対して、意見を述べることができる。 

 

５５５５ 学校運営協議会は、当該指定学校の職員の採用その他の任用に関する事項につい 

て、当該職員の任命権者に対して意見を述べることができる。この場合において、

当該職員が県費負担教職員（第五十五条第一項、第五十八条第一項又は第六十一条

第一項の規定により市町村委員会がその任用に関する事務を行う職員を除く。）で

あるときは、市町村委員会を経由するものとする。 

 

６６６６ 指定学校の職員の任命権者は、当該職員の任用に当たつては、前項の規定により 

述べられた意見を尊重するものとする。 

 

７７７７ 教育委員会は、学校運営協議会の運営が著しく適正を欠くことにより、当該指定 

学校の運営に現に著しい支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認められる場合に 

おいては、その指定を取り消さなければならない。 

 

８８８８ 指定学校の指定及び指定の取消しの手続、指定の期間、学校運営協議会の委員の 

任免の手続及び任期、学校運営協議会の議事の手続その他学校運営協議会の運営に 

関し必要な事項については、教育委員会規則で定める。 
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資料３ 

学校運営協議会規則の例学校運営協議会規則の例学校運営協議会規則の例学校運営協議会規則の例（文部科学省作成（文部科学省作成（文部科学省作成（文部科学省作成    学校運営協議会設置の手引より）学校運営協議会設置の手引より）学校運営協議会設置の手引より）学校運営協議会設置の手引より）    

 

（目的）（目的）（目的）（目的）    

第１条 この規則は地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４７条の５

に規定する学校運営協議会（以下「協議会」という）について、必要な事項を定める。 

（趣旨）（趣旨）（趣旨）（趣旨）    

第２条 協議会は、学校運営に関して○○市教育委員会（以下「教育委員会」という。）及び校長（園長を

含む。以下同じ。）の権限と責任の下、保護者及び地域住民の学校運営の参画の促進や連携強化を進める

ことにより、学校と保護者、地域住民等と信頼関係を深め、一体となって学校運営の改善や児童生徒の健

全育成に取り組むものとする。 

（指定）（指定）（指定）（指定）    

第３条 教育委員会は、前条の目的が達成できると認める場合には、協議会を置く学校を指定することがで

きる。 

２ 教育委員会は、前項の指定を行おうとするときは、指定しようとする学校の校長、保護者及び地域住民

の意向を踏まえ、前項の指定を行うものとする。 

（学校運営に関する基本的な方針の承認）（学校運営に関する基本的な方針の承認）（学校運営に関する基本的な方針の承認）（学校運営に関する基本的な方針の承認）    

第４条 第３条第１項の指定を受けた学校（以下「指定学校」という。）の校長は、次の各号に掲げる事項

について毎年度基本的な方針を作成し、協議会の承認を得るものとする。 

（例）（１）教育課程の編成に関すること 

（２）学校経営計画に関すること 

（３）組織編成に関すること 

（４）学校予算の編成及び執行に関すること 

（５）施設管理及び施設設備等の整備に関すること 

２ 指定学校の校長は、前項において承認された基本的な方針に従って学校運営を行うこととする。 

（学校運営等に関する意見の申し出）（学校運営等に関する意見の申し出）（学校運営等に関する意見の申し出）（学校運営等に関する意見の申し出）    

第５条 協議会は、当該指定学校の運営全般について、教育委員会又は校長に対して、意見を述べることが

できる。 

２ 協議会は、当該指定学校の職員の採用その他の任用に関する事項について、教育委員会を経由し、△△

県教育委員会に対して意見を述べることができる。 

３ 協議会は、前２項の規定により教育委員会に対して意見を述べるときは、あらかじめ、校長の意見を聴

取するものとする。 

（学校運営等に関する評（学校運営等に関する評（学校運営等に関する評（学校運営等に関する評価及び情報提供）価及び情報提供）価及び情報提供）価及び情報提供）    

第６条 協議会は、毎年度 1 回以上、当該指定学校の運営状況等について評価を行うものとする。 

２ 協議会は、保護者、地域住民等に対して、活動状況を公開する等の方法により、積極的に情報提供に努

めなければならない。 

（住民参画の促進等）（住民参画の促進等）（住民参画の促進等）（住民参画の促進等）    

第７条 協議会は、当該指定学校の運営について、地域住民等の理解、協力、参画等が促進されるよう努め

るものとする。 

２ 協議会は、当該指定学校の教育活動に対する地域住民等の積極的な参画及び支援が促進されるよう努め

るものとする。 

（委員の任命）（委員の任命）（委員の任命）（委員の任命）    

第８条 協議会の委員は○名内とし、次の各号に掲げる者のうちから、校長の推薦により教育委員会が任命

する。 

（例）（１）保護者 

（２）地域住民 

（３）当該指定学校の校長 

（４）当該指定学校の教職員 

（５）学識経験者 

（６）関係行政機関の職員 

※各自治体の学校運営協議会規則を参考に文科省が作成したもの 
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（７）その他、教育委員会が適当と認める者 

２ 委員の辞職等により欠員が生じた場合には、教育委員会は速やかに新たな委員を任命するものとする。 

３ 委員は特別職の地方公務員の身分を有する。 

（守秘義務等）（守秘義務等）（守秘義務等）（守秘義務等）    

第９条 委員は職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

２ 前項のほか、委員は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

（１）委員たるにふさわしくない非行をおこなうこと 

（２）委員としての地位を営利行為、政治活動、宗教活動等に不当に利用すること 

（３）その他、協議会及び指定学校の運営に著しく支障をきたす言動を行うこと 

（任期）（任期）（任期）（任期）    

第１０条 委員の任期は○年とし、再任を妨げない。 

２ 第６条第２項の規定により新たに任命された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、指定学校の指定の期間が満了したとき又はその指定が取り消さ

れたときは、委員はその身分を失う。 

（報酬）（報酬）（報酬）（報酬）    

第１１条 委員の報酬は別に定める。 

（会長及び副会長） 

第１２条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により、選出する。 

２ 会長が会議を招集し、議事を掌る 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を行うものとする。 

（議事）（議事）（議事）（議事）    

第１３条 協議会は、会長が開催日前に議案を示して招集する。ただし、緊急を要する場合においては、こ

の限りでない。 

２ 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところによる。 

（会議の公開）（会議の公開）（会議の公開）（会議の公開）    

第１４条 協議会は、特別の事情がない限り公開とする。 

２ 会議を傍聴しようとする者は、あらかじめ会長に申し出なければならない。 

３ 傍聴人は、会議の進行を妨げる行為をしてはならない。 

（研修）（研修）（研修）（研修）    

第１５条 教育委員会は、委員に対して、協議会の役割及び責任並びに委員の役割及び責任等について正し

い理解を得るため、必要な研修等を行うものとする。 

（指導及び助言）（指導及び助言）（指導及び助言）（指導及び助言）    

第１６条 教育委員会は、協議会の運営状況について的確な把握を行い、必要に応じて指導及び助言を行う

ものとする。 

２ 教育委員会及び指定学校の校長は、協議会が適切な合意形成を行うことができるよう必要な情報提供に

努めなければならない。 

（指定の取消し）（指定の取消し）（指定の取消し）（指定の取消し）    

第１７条 教育委員会は、前条による指導及び助言にもかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、

指定を取り消すことができる。 

（１）協議会としての活動の実態がないと認められる場合 

（２）協議会としての合意形成が行うことができないと認められる場合 

（３）その他学校の運営に著しい支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認められる場合 

２ 教育委員会は、指定を取り消す場合には、取消事由を明示した書面を交付しなければならない。 

（委員の解任）（委員の解任）（委員の解任）（委員の解任）    

第１８条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する場合は、委員を解任することができる。 

（１）本人から辞任の申出があった場合 

（２）第９条に反した場合 

（３）その他解任に相当する事由が認められる場合 

２ 教育委員会は、委員を解任する場合には、その理由を示さなければならない。 
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議第 ２ 号 

 

教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委任し又は専決 

させる規則の一部を改正する規則の制定について 

 

教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委任し又は専決させる規則

の一部を改正する規則を次のように制定する。 

 

教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委任し又は専決 

させる規則の一部を改正する規則 

 教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委任し又は専決させる規則

（昭和31年11月県教育委員会規則第12号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中第32号を第33号とし、第29号から第31号までを１号ずつ繰り下げ、第

28号の次に次の１号を加える。 

(29) 地教行法第47条の５第１項及び第７項の規定による学校運営協議会を設置

する県立学校の指定及び指定の取り消しに関すること。 

 第４条第１項中第22号を第23号とし、第19号から第21号までを１号ずつ繰り下

げ、第18号の次に次の１号を加える。 

(19) 地教行法第47条の５第２項及び山形県立学校における学校運営協議会の設

置等に関する規則（平成29年２月県教育委員会規則第１号）第15条第１項によ

る学校運営協議会の委員の任命及び解任に関すること。 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

   提 案 理 由 

県立学校における学校運営協議会制度導入に伴い規定を整備するため提案するも

のである。 

 

  平成 29 年２月 16 日提出 

 

山形県教育委員会        

教育長  瀬  渉    



教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委任し又は専決させる規則新旧対照表 

現   行 改 正 案 

第１条 －略－ 第１条 －略－ 

（委任する事務） （委任する事務） 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除きそ

の権限に属する事務を教育長に委任する。 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除きそ

の権限に属する事務を教育長に委任する。 

(１)～(28) －略－ (１)～(28) －略－ 

 (29) 地教行法第47条の５第１項及び第７項の規

定による学校運営協議会を設置する県立学校の

指定及び指定の取り消しに関すること。 

(29)～(32) －略－ (30)～(33) －略－ 

第３条 －略－ 第３条 －略－ 

（専決させる事務） （専決させる事務） 

第４条 教育委員会は、次に掲げる事務は教育長

に専決させる。 

第４条 教育委員会は、次に掲げる事務は教育長

に専決させる。 

(１)～(18) －略－ (１)～(18) －略－ 

 (19) 地教行法第47条の５第２項及び山形県立学

校における学校運営協議会の設置等に関する規

則（平成29年２月県教育委員会規則第１号）第

15条第１項の規定による学校運営協議会の委員

の任命及び解任に関すること。 

(19)～(22) －略－ (20)～(23) －略－ 

２～３ －略－ ２～３ －略－ 

第５条～第６条 －略－ 第５条～第６条 －略－ 
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教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委任し又は専決させる規則の一部

改正について 

 

教育庁総務課  

 

 

１ 改正理由 

  ○県立学校における学校運営協議会制度導入に伴う規定の整備 

    地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「法」という。）第 47 条の

５の規定による学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）が県立学校に

おいて導入されることに伴い規定を整備するもの。 

 

 

２ 改正内容 

   (1) 学校運営協議会を設置する県立学校の指定及び指定の取り消しについて 

    法第 47 条の５第１項及び第７項の規定による学校校運営協議会を設置する

県立学校の指定及び指定の取り消しについては教育委員会会議における議決

事項とするもの。 

 

(2) 学校運営協議会委員の任命及び解任について 

    法第 47 条の５第２項及び山形県立学校における学校運営協議会の設置等に

関する規則第 15 条第１項による学校運営協議会委員の任命及び解任について

は教育長の専決事項とするもの。 

 

 

３ 施行期日 

公布の日から施行する。 
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○教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委任し又は専決させる規則 【改正後・抜粋】 

 

（総則） 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号。以下「地教行法」という。）

第25条第１項の規定による教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委任し、又は教育長をして

専決させる事務は、この規則の定めるところによる。 

（委任する事務） 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除きその権限に属する事務を教育長に委任する。 

(１) 教育行政の運営に関する基本方針を決定すること。 

(２) 学校（分校を含む。）その他の教育機関の設置及び廃止を決定すること。 

(３) 予定価格70,000,000円以上の教育財産（土地については、一件20,000平方メートル以上のものに

限る。）の取得について知事に申し出ること。 

(４) 教職員人事の基本方針に関すること。 

(５) 教育委員会事務局職員及び学校その他の教育機関の職員（県費負担教職員を含む。以下同じ。） 

(６) 教育委員会の附属機関の委員の任免、委嘱又は解嘱に関すること。 

(７) 学校その他の教育機関の施設の整備計画に関すること。 

(８) 市町村立の高等学校、専修学校（高等課程、専門課程及び一般課程を含む。）及び各課学校の設

置、廃止及び設置者の変更等を認可すること。 

(９) 小学校、中学校及び義務教育学校の学級編制についての同意に関すること。 

(10) 技能教育施設の指定及び指定の解除に関すること。 

(11) 教科書の採択に関すること。 

(12) 県立中学校及び県立高等学校の入学者選抜基本方針の決定に関すること。 

(13) 教育職員免許法（昭和24年法律第147号）に基づく教育職員検定並びに免許状の授与及び取上げ処

分の決定並びに免許状の有効期間の更新及び延長等に関すること。 

(14) 社会教育主事の認定に関すること。 

(15) 史跡名勝天然記念物の仮指定及び仮指定の解除並びに県指定文化財の指定及び指定の解除に関す

ること。 

(16) 博物館の登録及び登録の取消し並びに博物館に相当する施設の指定及び指定の取消しに関するこ

と。 

(17) 文化財保護法（昭和25年法律第214号）第184条第１項の規定に基づき教育委員会が行う事務に関

すること。 

(18) 教育に関する法人及び公益信託に関すること。 

(19) 教育委員会規則、訓令の制定又は改廃に関すること。 

(20) 歳入歳出予算及び議会の議決を経るべき事件の意見に関すること。 

(21) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の５から第245条の７までの規定による是正の要求、

勧告及び指示を行うこと。 

(22) 教育委員会の行う表彰に関すること。 

(23) 火なわ式銃砲等の古式銃砲又は刀剣類の登録に関すること。 

(24) 知事の権限に属する事務の委任に関する規則（昭和41年９月県規則第70号）第18条の規定に基づ

き教育委員会に委任された事務（授業料等、使用料及び入館料の減免並びに奨学金及び就学資金の返

還の免除に関する事務を除く。第４条第１項第12号において同じ。）に関すること。 

(25) 公文書の開示等に関すること。 

(26) 個人情報の開示等に関すること。 

(27) 公の施設に係る指定管理者（地方自治法第244条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同

じ。）の指定の手続等に関すること。 

(28) 地教行法第26条の規定による点検及び評価に関すること。 

(29) 地教行法第47条の５第１項及び第７項の規定による学校運営協議会を設置する県立学校の指定及

び指定の取り消しに関すること。 

(30) 教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）に基づく指導が不適切な教員の認定及び研修に関する

こと。 
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(31) 山形県職員等に対する退職手当支給条例（昭和28年10月県条例第26号）に基づく退職手当の支給

制限、支払の差止め及び返納並びに退職手当相当額の納付の決定に関すること。 

(32) ＰＴＡ・青少年教育団体が行う共済事業に関すること。 

(33) 高等学校等就学支援金の支給に関する法律の規定に基づき教育委員会が行う事務に関すること。 

第３条 －略－ 

（専決させる事務） 

第４条 教育委員会は、次に掲げる事務は教育長に専決させる。 

(１) 教育委員会事務局の教育次長、課長及び所長を除く職員並びに学校その他の教育機関の長を除く

職員の任免、その他の人事に関すること。ただし、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の規

定に基づく分限（同条第２項第１号の規定によるものを除く。）及び同法第29条の規定に基づく懲戒

に関することを除く。 

(２) 教育委員会事務局職員及び学校その他の教育機関の職員の給料の決定及び公務災害補償に関する

こと。 

(３) 教育職員免許法に基づく教育職員検定並びに免許状の授与及び取上げ処分の決定並びに免許状の

有効期間の更新及び延長等に関すること。 

(４) 文化財保護法第184条第１項の規定に基づき教育委員会が行う事務に関すること。 

(５) 史跡名勝天然記念物の仮指定及び仮指定の解除に関すること。 

(６) 小学校、中学校及び義務教育学校の学級編制についての同意に関すること。 

(７) 技能教育施設の指定及び指定の解除に関すること。 

(８) 社会教育主事の認定に関すること。 

(９) 定例に属し、かつ重要でない事項の告示及び公告に関すること。 

(10) 山形県教育功労者表彰規則に基づく表彰以外の表彰等に関すること。 

(11) 火なわ式銃砲等の古式銃砲又は刀剣類の登録に関すること。 

(12) 知事の権限に属する事務の委任に関する規則第18条の規定に基づき教育委員会に委任された事務

に関すること。 

(13) 教育に関する法人の設立許可の取消を除く法人に関すること。 

(14) 教育に関する公益信託に関すること（引受けの許可を除く。）。 

(15) 市町村立の幼稚園、高等学校及び各種学校の名称、位置の変更等の認可に関すること。 

(16) 公文書の開示等に関すること。 

(17) 個人情報の開示等に関すること。 

(18) 公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関すること（指定管理者の募集、指定及び指定の取

り消しを除く。）。 

(19) 地教行法第47条の５第２項及び山形県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則（平

成29年２月県教育委員会規則第１号）第15条第１項の規定による学校運営協議会の委員の任命及び解

任に関すること。 

(20) 教育公務員特例法に基づく指導が不適切な教員の認定及び研修に関すること。 

(21) 教育委員会訓令の制定又は改廃に関すること。 

(22) ＰＴＡ・青少年教育団体が行う共済事業に関すること（事業認可の取消しを除く。）。 

(23) 高等学校等就学支援金の支給に関する法律の規定に基づき教育委員会が行う事務に関すること 

２～３ －略－ 

第５条～第６条 －略－ 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行し、昭和31年10月１日から適用する。 

２ 昭和23年１月県教育委員会訓令第１号山形県教育委員会事務代決規程は、これを廃止する。 

－略－ 

附 則（平成28年４月１日教委規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年２月 日教委規則第 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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